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が懸念されている。判例は, 焼損 (焼燬) 要件で重視される目的物の燃焼
作用について, 継続する可能性を出発点として, 営む可能性に表現をかえ






はない。それは, 放火された壁紙を経由して天井板を約 1尺 (約 30cm)
四方にわたって焼燬した昭和23年判決や, エレベーターの化粧シートを



























































法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 209(459)
したい。
(１)


































210(460) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(１) 私は, 以前に「放火罪における『焼損』と『公共の危険』の意義につ


































その理由として, ライヒ最高裁判所1889年 1 月 3 日判決
論
説
法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 211(461)
(３) なお, 独立燃焼説の原型を示した先例として, ライヒ最高裁判所1880
年 5 月30日判決 (RGSt 1, 375) がある。同判決は, 火が可燃物から目的
物に燃え移り,「現実的な燃焼作用」の発生を要求している。
(４) 例えば, ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決 (GA 39, 442), 同1894
年 4 月30日判決 (RGSt 25, 326), 同1907年10月11日判決 (RGSt 40, 321),
















そのライヒ最高裁判所1889年 1 月 7 日判決 (RGSt 18, 362) の事案は,






















212(462) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
同1930年11月 7 日判決 ( JW 1931, 3281), 同1936年12月 7 日判決 ( JW 1937,
168) がある。また, ライヒ最高裁判所1929年10月21日判決 ( JW 1930,
835) も同旨。なお,「継続燃焼」と表現することで可能性に言及しないも
のとして, ライヒ最高裁判所1930年 6 月16日判決 (RGSt 64, 273), 同1937




(６) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決, 同1930年11月 7 日判決参照。





て燃えたり (Glimmen) すること」は, 一般的に火災といえる。また, 盛
んに煙っている火災 (Schwelen) も同様である。したがって, 本件では,
失火罪を認めた地裁の判断に法的な誤りはないとした。
この判例は, 燃焼要件の火力要素について, 明るい炎を上げるまでは必












月13日判決 (BGHSt 7, 37) の事案は, 被告人が義兄弟を火災によって驚






法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 213(463)
しまった。その結果として, 友人は火傷によって死亡した。
本判決は, 燃焼要件についてライヒ最高裁判所1937年 4 月22日判決


































214(464) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)






(erfolgsqualifizierte Versuch) されたので, 特別重放火罪の未遂となる。
(９) また, イギリス占領地区最高裁判所1949年 2 月15日判決 (OGHSt 1,
293), ハンブルク上級地方裁判所1952年 6 月 4 日判決 (NJW 1953, 117),
連邦通常裁判所1969年 7 月23日判決 (BGHSt 23, 60) も同旨。なお,「継
続燃焼」と表現するものとして, イギリス占領地区最高裁判所1950年 3 月
























常裁判所1961年 6 月13日判決 (BGHSt 16, 109) である。
論
説
法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 215(465)
(10) 例えば, 連邦通常裁判所1965年 6 月11日判決 (BGHSt 20, 230), 同
1990年 9 月25日決定 (StV 1991, 50) がある。また, 住居に用いられてい
ない建造物を客体とする単純放火罪 (旧308条 1 項) の燃焼要件について,
連邦通常裁判所1985年 3 月26日決定 (1 StR 128 /85) も同旨。































































その厳格化を示した第一の判例は, 連邦通常裁判所1963年 5 月22日判決
(BGHSt 18, 363) である。
本件の事案は, 被告人が自身の家族や別の 6 世帯の借家人と居住する




法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 217(467)
(12) また, 建造物の重要な構成部分の観点から, バーの合板製カウンター
を家具類に位置付けたものとして, 連邦通常裁判所1987年 7 月28日決定







































218(468) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(13) 本事案の前に, 被告人が同袋布にマッチで放火し, 格子戸の木材を炭
化させたものの自然鎮火したことに対して, 重放火罪の未遂も合わせて問
われている。
(14) 燃焼要件の先例として, ライヒ最高裁判所1930年 6 月16日判決, 同
1936年12月 7 日判決, 同1937年 4 月22日判決, 連邦通常裁判所1954年 7 月
13日判決, 同1961年 6 月13日判決を引用している。
(15) ライヒ最高裁判所1889年 1 月 3 日判決, 同1889年 1 月 7 日判決, 同
1929年10月21日判決を参照している。
(16) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決, 同1930年11月 7 日判決を引用








これらの先例の燃焼要件をまとめると, 燃焼による火災 (Brand) が,
























法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 219(469)











































220(470) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(18) また, 連邦通常裁判所1989年11月29日決定 (2 StR 571 /89) も同旨。
(19) Vgl. R. Schmitt, Anmerkung, JZ 1964, S. 190.
(20) この評価について, 連邦通常裁判所1998年 8 月11日判決 (BGHSt 44,
175) 参照。






























法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 221(471)
(22) この評価について, 連邦通常裁判所1998年 8 月11日判決参照。So





の厳格化を示した第二の判例は, 連邦通常裁判所1981年 3 月19日判決



































222(472) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(23) 燃焼要件の先例として, 連邦通常裁判所1954年 7 月13日判決, 同1961
年 6 月13日判決, 同1963年 5 月22日判決, 同1977年 6 月 2 日決定を引用し
ている。また, 直接目にすることができなかったが, 連邦通常裁判所1977
年 1 月12日判決 (2 StR 638 /76), 同1977年 4 月15日決定 (2 StR 140 /77),


























法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 223(473)
(24) 時枝誠記・吉田精一編『角川国語大辞典』(角川書店, 1983年) 919頁,
松村明編『大辞林』(三省堂, 1988年) 1116頁, 金田一春彦・池田弥三郎











































224(474) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(25) また, 単純放火罪の事案について, 連邦通常裁判所1981年12月17日決





































合用途建造物 (雑居ビル) では, 一体性の判断を踏まえることで, 営業部
分を「住居建造物にとって重要な部分」に当たると修正したのである。
その連邦通常裁判所1986年 6 月20日判決 (BGHSt 34, 115) の事案は,
一体性の問題を主たる争点としたものであるが, 被告人が 6 階建ての複






























226(476) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(26) 本判決の一体性の問題は, 秋元洋祐「放火罪における建造物の一体性」
関学62巻 2 号 (2011年) 109頁以下参照。
(27) 連邦通常裁判所1963年 5 月22日判決, 同1981年 3 月19日判決の他に,




























法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 227(477)












































228(478) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)


























法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 229(479)
(30) また, 連邦通常裁判所1987年 7 月28日決定 (1 StR 329 /87), 同1989
年 7 月 4 日判決 (BGHSt 36, 221), 同1989年11月29日決定, 同1995年 2 月
22日判決 (BGHSt 41, 47), 同1997年 2 月25日決定 (StV 1997, 518) も同旨。
さらに, 単純放火罪の燃焼要件について, 連邦通常裁判所1997年 9 月25日




















するものにみられる。その連邦通常裁判所1990年 7 月26日判決 (StV 1990,























230(480) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(31) 連邦通常裁判所1954年 7 月13日判決, 同1965年 7 月30日判決 (BGHSt
20, 246), 同1985年 6 月18日判決 (NStZ 1985, 455) 参照。
(32) 連邦通常裁判所1984年 2 月 9 日判決 (StV 1984, 246), 同1985年 7 月23
日判決 (NStZ 1986, 27) 参照。






























法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 231(481)
(34) また, 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決 (NStZ 1986, 506), 同1986
年 7 月31日決定 (4 StR 397 /86), 同1991年 4 月17日判決 (NStZ 1991, 433)
も同旨。さらに, 単純放火罪の燃焼要件について, 連邦通常裁判所1990年
9 月25日決定も同旨。なお, 端的に重要部分の継続燃焼と表現するものと
して, 連邦通常裁判所1993年 7 月14日決定 (NStZ 1994, 130) がある。































232(482) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(36) また, 連邦通常裁判所1993年 7 月14日決定は, 床の土台の幅木 (
	
			) について, 容易に取り外すことができる点と, 機能的
に壁と床の接続を覆うだけの化粧板の一種であることから, 通常は重要な
建造物部分に含まれないと評価している。
(37) なお, 連邦通常裁判所1993年10月14日決定 (1 StR 532 /93) は, 床に
しっかりと貼り付けられたカーペットについて, 建造物の重要な構成部分
に当たるとした。しかしながら, 同決定が先例に列挙した連邦通常裁判所
1988年 4 月19日決定 (StV 1988, 530) は, 釘で床張りされたカーペットに
































法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 233(483)
(38) 日本火災学会編『火災と建築』(共立出版, 2002年) 269頁。
(39) 火が建造物部分に燃え移ったものの, たんに燃え尽きるような「焼失
(Verbrennung)」を生じただけでは不十分とするものとして, 連邦通常裁
判所1997年 2 月25日決定, 同1997年 9 月25日判決がある。
(40) 第306条ａ〔重放火〕
第 1項 以下の





刑法時に確立された (住居) 建造物の重要な構成部分の継続燃焼と, 大規
模建造物の重要な住居部分への火災の拡大可能性を受け継いだ。その連邦




































































法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 235(485)
(41) また, 単純放火罪 (306条 1 項) の燃焼要件について, ザールラント
上級地方裁判所2008年 7 月29日決定 (NStZ-RR 2009, 80) も同旨。
(42) また, 連邦通常裁判所2000年12月14日決定 (NStZ 2001, 252), アルン
スベルグ地方裁判所2007年 3 月 7 日判決 (2 KLs 242 Js 557 /06) も同旨。
先例の1963年判決を継承したうえで, 重要部分の対象が住居部分となる
ことを明示したのである。その連邦通常裁判所2002年 9 月12日判決








































236(486) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(43) 例えば, 連邦通常裁判所1963年 5 月22日判決, 同1981年 3 月19日判決,
同1981年12月17日決定, 同1986年 6 月20日判決, 同1997年 2 月25日決定,
同2000年12月14日決定, 同2001年12月 5 日決定を参照している。
(44) 連邦通常裁判所1998年 8 月11日判決を参照している。
(45) また, 連邦通常裁判所2002年12月10日決定 (NStZ 2003, 266), 同2013






















法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 237(487)
2007, 78), 同2009年 7 月14日決定 (NStZ 2010, 151), 同2012年 7 月17日
決定 (NStZ-RR 2012, 310) 参照。なお, 単純放火罪の燃焼要件に住居部分
への延焼の可能性を要求したものとして, ロストック上級地方裁判所2008





(46) さらに, この客観面に対応する主観面として, 被告人が地下室の床や
壁といった重要な構成部分に燃え移る認識・認容を欠いていれば, 単純放









































238(488) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(47) この評価について, 連邦通常裁判所2007年 1 月10日決定参照。




せたものである。その建造物は, 1 階も営業用に使用されており, 上階
に住居があった。
(49)




もっとも, 燃焼による「火災が, 建造物の構造上の性質に基づき, 住居部
分に拡大しうること」までは必要でないとした。そうすると, 本件では,


















法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 239(489)
(49) 本判決の一体性の問題は, 秋元・前掲注 (26) 120頁以下参照。
(50) また, 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決, 同2010年 1 月26日決定
(NStZ 2010, 452), 同2011年10月26日決定 (NStZ-RR 2012, 309) も同旨。











たしかに, 2002年判決の共同住宅の地下室と異なり, 本件建造物は, 1
階も営業用に使用されていたので, 1 階部分に受付等があって地下階と
行き来しやすい構造であったと思われる。そうだとすれば, 通常の建造物
















































































































































































244(494) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(53) R. Schmitt, (Anm. 19), S. 190 f.; H. Schneider, Das Inbrandsetzen ge-
mischt genutzterJura 1988, S. 463 ; K. Geppert, Die Brandstiftungs-
delikte (		306 bis 306f StGB) nach dem Sechsten Strafrechtsreformgesetz,


















法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 245(495)
(54) BT-Drucks. 13 /8587, S. 26.
(55) T. Die wichtigsten 	
des Besonderen Teils des StGB
durch das 6. Gesetz zur Reform des Strafrechts, Jura 1998, S. 181; U. Stein,
Dencker /Struensee /Nelles /Stein,  in das 6. Strafrechtsreform-
gesetz, 1998, 4. Teil, Rdn. 16 ; N. Wrage, Typische Probleme einer Brand-
stiftungsklausur, JuS 2003, S. 985 ; K. Beckemper, Brandstiftung und 
Reue, JA 2003, S. 926 ; G. Wolters /E. Horn, SK-StGB, Bd. II. 65. Lfg., 2006,
306 Rdn. 11, 306a Rdn. 12b ; H. Radtke, MK-StGB, Bd. 4, 2006, 306 Rdn.
50, 52 ; T. Reinbacher, Rassistischer Anschlag mit unerwartetem Ausgang,
Jura 2007, S. 387 ; E. Weiler, HK-StGB, 2008,306 Rdn. 7f.; G. Wolters, SSW-
StGB, 2009, 306 Rdn. 11, 306a Rdn. 14 ; G. Heine, /

StGB, 28. Aufl., 2010, 306 Rdn. 13 ; K. Lackner /StGB, 27. Aufl.,
2011, 306 Rdn. 3 ; J. Eisele, Strafrecht BT I, 2. Aufl., 2012, 54 Rdn. 1013 ;
J. Wessels /M. Hettinger, Strafrecht BT I, 36. Aufl., 2012, 21 Rdn. 957 ; T.
Paul, Fortgeschrittenenklausur Strafrecht―Der reuige Brandstifter, ZJS 2013,
S. 96. So auch H. Wolff, LK-StGB, Bd. 11, 12. Aufl., 2008, 306 Rdn. 6, 9 ; B.
Linke /B. Steinhilber, Das Feuer der Liebe, JA 2010, S. 123 ; R. Maurach /F. C.
Schroeder /M. Maiwaid, Strafrecht BT II, 10. Aufl., 2012, 51 Rdn. 1.











































246(496) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
1882年10月20日判決, 同1894年 4 月30日判決, 同1930年 6 月16日判決も同
旨。
(57) 連邦通常裁判所1981年12月17日決定, 同1990年 7 月26日判決, 同2007
年 1 月10日決定。
(58) 連邦通常裁判所1984年 1 月18日判決, 同1986年 7 月31日決定参照。
(59) G. Wolters /E. Horn, (Anm. 55), 306 Rdn. 11 ; H. Radtke, (Anm. 55),
306 Rdn. 52 ; E. Weiler, (Anm. 55),306 Rdn. 7 ; H. Wolff, (Anm. 55),306
Rdn. 6 ; G. Wolters, (Anm. 55),306 Rdn. 11 ; K., (Anm. 55),306 Rdn.
3.































法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 247(497)
(61) 連邦通常裁判所1997年 2 月25日決定, 同2001年12月 5 日決定, 同2006
年10月24日決定参照。Vgl. J. Eisele, (Anm. 55), 54 Rdn. 1020.
(62) H. Radtke, (Anm. 55), 306 Rdn. 52 ; H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 9.
So auch F. Herzog, NK-StGB, Bd. 2, 3. Aufl., 2010, 306 Rdn. 24 ; G. Heine,
(Anm. 55), 306 Rdn. 13.
(63) H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 8 ; F. Herzog, a. a. O., 306 Rdn. 25.
(64) 連邦通常裁判所1961年 6 月13日判決。
(65) 連邦通常裁判所1987年 7 月28日決定。















































248(498) 法と政治 65巻 2号 (2014年 8月)
(67) H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 8.
(68) 連邦通常裁判所1981年 3 月19日判決, 同2000年12月14日決定。
(69) 連邦通常裁判所1990年 7 月26日判決, 同1991年 4 月17日判決, 同2001
年12月 5 日決定。
(70) 連邦通常裁判所1993年 7 月14日決定, 同2012年 7 月17日決定。
(71) 連邦通常裁判所1993年10月14日決定。Vgl. H. Radtke, (Anm. 55), 306
Rdn. 51 ; H. Wolff, (Anm. 55), 306 Rdn. 8 ; G. Heine, (Anm. 55), 306 Rdn.
13 ; K.(Anm. 55),306 Rdn. 3 ; T. Fischer, StGB, 60. Aufl., 2013,306
Rdn. 14a.
(72) この評価について, 連邦通常裁判所1988年 4 月19日決定, 同1997年 9
月25日判決, 同2000年12月14日決定参照。


































法と政治 65巻 2号 (2014年 8月) 249(499)
(73) また, 連邦通常裁判所2011年10月26日決定参照。
(74) G. Wolters /E. Horn, (Anm. 55),306 Rdn. 11 ; J. Wessels /M. Hettinger,
(Anm. 55), 21 Rdn. 957.
(75) 連邦通常裁判所1954年 7 月13日判決, 同1965年 7 月30日判決, 同1985
年 6 月18日判決。
(76) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決, ハンブルク上級地方裁判所
1952年 6 月 4 日判決, 連邦通常裁判所1986年 6 月18日判決。
(77) ハンブルク上級地方裁判所1952年 6 月 4 日判決。
(78) ライヒ最高裁判所1892年 3 月 8 日判決。
(79) 連邦通常裁判所1986年 6 月20日判決。
(80) Vgl. K. Geppert, (Anm. 53), S. 600 ; N. Wrage, (Anm. 55), S. 985 ; G.
Wolters /E. Horn, (Anm. 55), 306 Rdn. 11 ; H. Radtke, (Anm. 55), 306
Rdn. 51 ; H. Wolff, (Anm. 55),306 Rdn. 8 ; E. Weiler, (Anm. 55),306 Rdn.
8 ; K. , (Anm. 55), 306 Rdn. 3. So auch F. Herzog, (Anm. 62), 306





































(81) 連邦通常裁判所1984年 2 月 9 日判決, 同1985年 7 月23日判決, 同1988
年 2 月 9 日決定。
(82) ハンブルク上級地方裁判所1952年 6 月 4 日判決, 連邦通常裁判所1954
年 7 月13日判決, 同1984年 2 月 9 日判決。
(83) 連邦通常裁判所1988年 2 月 9 日決定, 同1995年 2 月22日判決。
(84) L. 	
Typische materiell-rehtliche Fehler in Strafurteilen
aus revisionsrechtlicher Sicht, NStZ 1986, S. 106 ; E. Horn /A. Hoyer, Rechts-
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かけることが主眼となる。本見解の帰結からすると, 例えば, 1 階に営
業部分, 3 階に住居部分がある事案を想定した場合, 放火された 1 階の
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も, 重放火罪の既遂を否定する理由となる。















































































を約 1尺 (約 30cm) 四方にわたって焼燬した最判昭和23年11月 2 日 (刑
集 2 巻12号1443頁) では, 燃え広がった天井板に厚みがあって燃焼作用
の継続性を生じていたならば, 現住建造物放火罪の既遂が成立することに
なる。天井部分に燃焼作用が生じると, 初期消火が不可能となるからであ
る。それに対して, エレベーターの化粧シートを約 0.3m2 にわたって燃
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論説
Die Bedeutung des Inbrandsetzens
in deutschen Brandstiftungsdelikten
Yosuke AKIMOTO
Die Bedeutung des Inbrandsetzens ist eine Frage aus dem Bereich des
und dem 	
Weiterbrennen. Der Tatbestand der
schweren Bradstiftung ist dann der Fall, wenn das selbst in einer




weiterbrennt. Dabei es ist erforderlich, sich der Brand auf
Teile des ausbreiten kann, die dessen 

Gebrauch von wesentlicher Bedeutung sind.
Die Rechtsprechung und Literatur verlangen, wesentliche Bestand-
teile schon 	




vom Feuer erfasst worden sind. Notwendig ist vielmehr, 
das Objekt selbst brennt. Das ist etwaZimmerwand, Decke, Dach
und Pfosten. Es handelt sich darum, ob der Tatbestand der
schweren Brandstiftung vollendet ist, wenn eine Tapete und eine Decken-
verkleidung des Zimmers brennt.
Im folgenden die Rechtsprechung und Literatur verlangen bei einem
Kellerraum in einem Mehrfamilienhaus,sich der Brand auf
	
ausbreiten kann, die dessen 
Gebrauch des 
also das Wohnen, wesentlich sind. Zum Beispiel ein Brand bricht im




ist, und das Feuer breitet sich
zu den Versorgungsleitungen aus, die die explosive Ver-
brennung 

Bei gemischt genutzten  ist die Abgrenzung
streitig. Nach der Rechtsprechung 
es, irgendein wesentlicher
Bestandteil eines in Brand gesetzt wird. Die Auffassung ist 

einauf den Wohnbereich ausbreiten kann. Es handelt


















sich aber darum, ob die Kriterien vereinheitlichen kann, wenn es mit einem
Kellerraum in einem Mehrfamilienhaus vergleicht.
Deshalb der Beitrag untersucht eine Frage die Bedeutung des






I．Die Rechtsprechung vor dem Krieg
1．Der Anfang des 

	Fortbrennens
2．Die Feuerkraft der Inbrandsetzung




2．Der Bestandteil der Sache
3．Das Weiterbrennen und die Ausbreitung auf andere wesentliche Teile
III．Die Rechtsprechung nach dem geltenden Strafrecht
1．Der wesentliche Bestandteil
2．Ein Kellerraum in einem Mehrfamilienhaus
3．Ein gemischt genutztes 	
4．Zusammenfassung
IV．Die Literatur
1．Die Theorie des 

	Weiterbrennens
2．Das Weiterbrennen des wesentlichen Teils
3．Zusammenfassung

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